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人
手
不
足
の
深
刻
度
に
格
差

　

わ
が
国
で
は
、
景
気
回
復
の
長
期
化
に

伴
い
人
手
不
足
が
深
刻
化
し
て
い
る
。
先

行
き
に
つ
い
て
も
、
失
業
率
が
2
％
台
ま

で
低
下
す
る
中
、
人
口
減
少
が
さ
ら
に
加

速
す
る
た
め
、
労
働
供
給
制
約
が
成
長
の

阻
害
要
因
と
な
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
て
い

る
。
も
っ
と
も
、
人
手
不
足
の
深
刻
度
合

い
は
一
様
で
は
な
く
、
業
種
間
の
格
差
が

大
き
い
。
先
行
き
に
つ
い
て
も
、
漫
然
と

人
口
減
少
の
影
響
を
懸
念
す
る
の
で
は
な

く
、
業
種
に
よ
る
違
い
を
見
極
め
た
上
で

対
策
を
講
じ
る
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え
ら

れ
る
。
そ
こ
で
、
以
下
で
は
就
業
者
数
の

先
行
き
を
見
る
上
で
の
ポ
イ
ン
ト
を
整
理

す
る
と
と
も
に
、
今
後
5
年
間
の
就
業
者

数
の
変
化
を
業
種
別
に
試
算
。
そ
の
上
で
、

企
業
と
政
府
に
求
め
ら
れ
る
対
応
に
つ
い

て
考
察
し
た
。

　

ま
ず
、
就
業
者
数
の
先
行
き
を
左
右
す

る
ポ
イ
ン
ト
を
確
認
し
て
お
く
と
、
第
一

に
就
業
者
の
高
齢
化
の
度
合
い
が
挙
げ
ら

れ
る
。
現
在
、
高
齢
者
が
多
く
働
い
て
い

る
業
種
で
は
今
後
、
引
退
者
が
増
え
る
こ

と
に
な
る
。
一
方
で
、
少
子
化
の
影
響
で

新
卒
入
職
者
は
お
し
な
べ
て
減
る
た
め
、

高
齢
化
の
進
ん
で
い
る
業
種
で
は
人
手
不

足
が
深
刻
化
す
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
年
齢
階
層
別
の
就
業
者
シ
ェ

ア
（
2
0
1
8
年
）
を
見
る
と
、
65
歳
以

上
の
就
業
者
の
比
率
は
、
農
林
業
の
51
％

を
筆
頭
に
、
漁
業
（
29
％
）、
不
動
産
物

品
賃
貸
（
25
％
）、
そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

（
22
％
）、
生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
（
18
％
）、

建
設
（
16
％
）、
宿
泊
飲
食
（
15
％
）
な

ど
で
高
く
な
っ
て
い
る
（
図
表
1
）。
逆

に
こ
の
比
率
が
5
％
を
下
回
る
業
種
は
、

公
務
、
郵
便
局
な
ど
の
複
合
サ
ー
ビ
ス
、

金
融
保
険
、
情
報
通
信
、
電
気
ガ
ス
水
道

等
と
な
っ
て
い
る
。

　

企
業
規
模
と
の
関
係
を
見
る
と
、
お
お

む
ね
中
小
企
業
が
多
い
業
種
ほ
ど
高
齢
化

が
進
ん
で
い
る
傾
向
が
見
て
と
れ
る
（
図

表
2
）。
中
小
事
業
者
は
、
若
年
労
働
者

の
確
保
が
年
々
難
し
く
な
る
中
で
、
65
歳

以
上
の
労
働
者
に
頼
る
度
合
い
が
高
ま
っ

て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
る
。
一
方
、
公

務
の
ほ
か
、
大
企
業
で
雇
用
さ
れ
る
就
業

業
種
別
の
人
手
不
足
見
通
し
と
課
題

成
長
分
野
で
就
業
者
数
が
大
幅
減
か

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部 

主
任
研
究
員

小
方
尚
子

解 説

　
わ
が
国
で
は
人
手
不
足
が
深
刻
化
し
て
い
る
が
、
そ
の
程
度
は
業
種
間
で
大
き
な
差
が
あ
る
。
今
後
、
業
種
別
の
就
業

者
数
を
左
右
す
る
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
は
①
就
業
者
の
高
齢
化
の
状
況
②
業
種
を
ま
た
ぐ
転
職
の
状
況
③
労
働
供
給
に
お
け

る
未
活
用
労
働
力
へ
の
依
存
度
─
の
3
点
が
挙
げ
ら
れ
る
。
今
後
5
年
間
を
視
野
に
、
一
定
の
前
提
を
置
い
て
試
算
す
る

と
、
成
長
分
野
で
も
就
業
者
数
が
大
幅
な
減
少
に
転
じ
る
可
能
性
が
あ
る
と
の
結
果
と
な
っ
た
。
こ
こ
か
ら
示
唆
さ
れ
る

企
業
の
課
題
と
し
て
は
①
高
齢
化
へ
の
対
応
②
異
業
種
を
視
野
に
入
れ
た
人
材
募
集
③
省
力
化
に
向
け
た
取
り
組
み
強
化

─
が
挙
げ
ら
れ
る
。
政
府
と
し
て
も
、
労
働
力
の
供
給
拡
大
や
生
産
性
向
上
に
資
す
る
政
策
を
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

よ
う
。

お
が
た・な
お
こ　
東
京
大
教
養
卒
。

89
年
三
井
銀
行（
現
三
井
住
友
銀
行
）

入
行
と
同
時
に
三
井
銀
総
合
研
究
所

（
現
日
本
総
合
研
究
所
）出
向
、01
年

4
月
よ
り
現
職
。05
年
3
月
法
政
大

院
修
士
課
程（
経
済
学
）修
了
。
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者
が
多
い
業
種
で
は
、
従
来
同
様
に
新
卒

者
の
採
用
が
継
続
的
に
行
な
わ
れ
定
年
制

の
運
用
も
多
い
中
で
、
65
歳
以
上
の
就
業

者
は
、
役
員
や
一
部
の
特
殊
技
能
者
ら
限

定
的
な
も
の
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

　

第
二
に
、
業
種
を
ま
た
ぐ
転
職
の
動
向

が
挙
げ
ら
れ
る
。
他
の
業
種
か
ら
転
職
者

が
流
入
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
高
齢
者
引
退

の
影
響
は
緩
和
さ
れ
る
。
逆
に
、
流
出
が

多
い
業
種
で
は
、
新
卒
者
の
減
少
ペ
ー
ス

以
上
に
人
手
不
足
状
況
が
深
刻
化
す
る
。

　

過
去
5
年
の
実
績
か
ら
見
る
と
、
異
業

種
か
ら
の
流
入
が
流
出
を
上
回
り
、
ネ
ッ

ト
で
流
入
超
と

な
っ
て
い
る
の

は
、
そ
の
他
サ

ー
ビ
ス
、
不
動

産
物
品
賃
貸
、

卸
小
売
、
教
育

学
習
支
援
、
宿

泊
飲
食
と
な
っ

て
い
る
（
図
表

3
）。
逆
に
流

出
超
は
、
専
門

技
術
サ
ー
ビ
ス
、

金
融
保
険
、
情

報
通
信
と
な
っ

て
い
る
。

　

例
え
ば
、
学

術
研
究
を
含
む
専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス
か
ら

教
育
学
習
支
援
に
転
じ
る
、
金
融
保
険
分

野
か
ら
一
般
企
業
の
経
理
部
門
へ
転
じ
る

等
の
業
種
間
移
動
は
、
以
前
か
ら
よ
く
見

ら
れ
る
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
近
年

で
は
デ
ジ
タ
ル
化
が
幅
広
い
分
野
で
進
む

中
、
オ
ン
ラ
イ
ン
ビ
ジ
ネ
ス
の
着
手
・
強

化
に
乗
り
出
す
企
業
が
情
報
通
信
分
野
の

実
務
経
験
者
を
招
く
な
ど
、
専
門
性
の
高

い
人
材
を
中
途
採
用
す
る
動
き
が
強
ま
っ

て
い
る
と
推
測
さ
れ
る
。
新
規
事
業
に
乗

り
出
す
に
当
た
り
、
異
業
種
の
外
部
人
材

を
登
用
し
、
事
業
展
開
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ

プ
を
図
る
例
も
散
見
さ
れ
る
。

　

第
三
に
、
未
活
用
労
働
力
の
活
用
も
、

重
要
な
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
働

い
て
い
な
か
っ
た
女
性
や
、
従
来
で
あ
れ

ば
引
退
し
て
い
た
高
齢
者
が
活
躍
す
れ
ば

人
手
不
足
は
緩
和
さ
れ
る
。
例
え
ば
、

2
0
1
3
〜
18
年
に
就
業
者
数
増
加
が

最
大
で
あ
っ
た
医
療
福
祉
で
は
、
そ
の
4

分
の
3
以
上
を
女
性
が
占
め
て
い
る
（
図

表
4
）。

　

も
っ
と
も
、
未
活
用
労
働
者
は
、
景
気

後
退
期
が
終
わ
っ
た
直
後
の
13
年
に
は

7
0
0
万
人
程
存
在
し
た
が
、
足
元
で
は

5
0
0
万
人
程
度
に
ま
で
減
っ
て
い
る

（
図
表
5
）。
さ
ら
に
、
未
活
用
労
働
者
の

中
で
就
業
希
望
は
あ
る
も
の
の
健
康
上
の

理
由
も
し
く
は
育
児
・
介
護
の
た
め
な
ど
、

個
人
的
な
理
由
で
求

職
活
動
を
し
て
い
な

い
潜
在
失
業
者
を
除

く
と
、
同
時
期
に

4
0
0
万
人
か
ら

2
8
0
万
人
へ
と
さ

ら
に
少
な
く
な
っ
て

い
る
。
こ
の
た
め
、

こ
れ
ま
で
未
活
用
労

働
力
を
取
り
込
む
こ

と
を
労
働
力
調
達
の

柱
と
し
て
き
た
業
種

で
は
今
後
、
人
手
確
保
が
よ
り
難
し
く
な

っ
て
い
く
見
込
み
で
あ
る
。

情
報
通
信
な
ど
で
人
手
不
足
深
刻
化

　

以
上
の
3
点
を
勘
案
し
て
、
今
後
5
年

間
の
就
業
者
数
の
変
化
を
試
算
し
た
（
図

表
6
）。
な
お
、
試
算
に
お
い
て
、
雇
用

慣
行
や
制
度
、
産
業
間
の
競
争
条
件
、
就

業
者
の
離
入
職
行
動
な
ど
は
、
今
後
も
過

去
5
年
間
と
同
様
に
推
移
す
る
前
提
と
し

た
。
相
対
的
に
労
働
集
約
度
が
高
く
、
生

産
性
を
引
き
上
げ
に
く
い
業
種
か
ど
う
か
、

あ
る
い
は
人
口
高
齢
化
に
伴
い
需
要
が
左

右
さ
れ
や
す
い
業
種
か
否
か
と
い
っ
た
業

種
別
の
特
性
は
、
一
朝
一
夕
に
は
変
わ
ら

な
い
と
考
え
ら
れ
る
た
め
で
あ
る
。

　

試
算
結
果
で
ま
ず
注
目
さ
れ
る
の
は
、

（注）生活関連サービスは、娯楽、理美容業など。専門技術サービスは学
術研究、広告、法律事務所など。複合サービスは、郵便局、協同組
合。 その他は労働派遣、機械修理など。

（出所）総務省「労働力調査」

〈図表1〉業種別の年齢階層別就業者シェア（2018年）

20 40 60 80 100
（％）

0

専門技術サービス

金融保険

公務
全産業

情報通信

製造業

建設
生活関連サービス

農林業
漁業

医療福祉

宿泊飲食

教育学習支援
電気ガス水道等

複合サービス

卸小売
運輸郵便

不動産物品賃貸
その他サービス

35歳未満 45～54歳35～44歳 55～64歳 65歳以上

（注）10人未満企業就業者比率は2014年。
（出所）総務省「労働力調査」、「経済センサス」

〈図表2〉65歳以上就業者比率と小企業
就業者比率（2018年）
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農林業（65歳以上就業者比率、％）

（10人未満企業就業者比率、％）
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専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス
と
情
報
通
信
で
あ
る
。

過
去
5
年
の
増
加
か
ら
一
転
、
大
幅
な
減

少
に
転
じ
、
人
手
不
足
感
が
急
速
に
強
ま

る
と
み
ら
れ
る
。
過
去
5
年
間
で
は
い
ず

れ
も
就
業
者
数
が
15
％
増
加
し
た
が
、
今

後
5
年
間
で
専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス
は
26
％
、

情
報
通
信
は
18
％
そ
れ
ぞ
れ
減
少
す
る
と

の
結
果
と
な
っ
た
。
こ
れ
ら
は
、
今
後
も

需
要
増
加
が
見
込
ま
れ
る
成
長
分
野
で
あ

る
も
の
の
、
過
去
5
年
と
同
様
に
異
業
種

へ
の
流
出
が
続
け
ば
、
新
規
学
卒
者
な
ど

の
若
年
就
業
者
の
入
職
が
減
る
た
め
、
就

業
者
数
が
大
幅
に
減
少
す
る
こ
と
に
な
る
。

　

ま
た
、
過
去
5
年
間
の
就
業
者
数
増
加

が
96
万
人
と
最
大
と
な
っ
た
医
療
福
祉
で

は
今
後
、
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
女
性
の
労
働
市

場
参
入
効
果
が
一
巡
す
る
結
果
、
未
活
用

労
働
力
の
入
職
が
頭
打
ち
と
な
る
た
め
、

就
業
者
数
の
増
加
ペ
ー
ス
が
13
％
か
ら
6

％
に
減
速
す
る
見
込
み
で
あ
る
。
一
方
で
、

高
齢
化
の
進
展
に
よ
り
介
護
分
野
を
中
心

に
労
働
需
要
は
拡
大
の
一
途
を
た
ど
る
た

め
、
人
手
不
足
感
は
さ
ら
に
強
ま
る
と
予

想
さ
れ
る
。

　

こ
れ
に
対
し
、
宿
泊
飲
食
や
卸
小
売
な

ど
で
は
、
引
き
続
き
就
業
者
数
は
増
加
す

る
。
具
体
的
に
は
、
宿
泊
飲
食
で
は
17
％
、

卸
小
売
で
は
14
％
と
、
過
去
5
年
間
を
大

幅
に
上
回
る
ペ
ー
ス
で
拡
大
す
る
と
の
結

果
と
な
っ
た
。
も
っ
と
も
、
こ
れ
を
も
っ

て
労
働
力
に
余
裕
が
生
じ
る
と
考
え
る
の

は
早
計
だ
。
こ
れ
ら
の
業
種
の
過
去
5
年

の
就
業
者
数
増
加
は
、
若
年
層
、
高
齢
者

層
を
中
心
に
、
ア
ル
バ
イ
ト
・
パ
ー
ト
な

ど
の
短
時
間
労
働
者
の
増
加
が
け
ん
引
し

て
い
る
た
め
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
就
業

者
数
が
増
え
て
も
総
労
働
時
間
（
就
業
者

数
×
1
人
当
た
り
労
働
時
間
）
は
、
宿
泊

飲
食
で
は
ほ
と
ん
ど
増
え
ず
、
卸
小
売
で

は
4
％
減
少
し
た
（
図
表
7
）。
こ
の
傾

向
が
続
け
ば
、
今
後
の
就
業
者
数
の
増
加

も
総
労
働
時
間
の
増
加
に
は
必
ず
し
も
つ

な
が
ら
な
い
。
生
産
性
の
向
上
が
な
け
れ

ば
、
人
手
不
足
の
状
況
が
慢
性
的
に
続
く

こ
と
に
な
ろ
う
。

　

最
後
に
、
建
設
、
製
造
業
、
金
融
保
険

で
は
就
業
者
数
の
減
少
が
見
込
ま
れ
る
。

減
少
ペ
ー
ス
は
、
建
設
5
％
、
製
造
業
8

％
、
金
融
保
険
19
％
と
大
幅
に
な
る
。
と

り
わ
け
減
少
ペ
ー
ス
が
速
い
金
融
保
険
は
、

情
報
通
信
等
と
同
様
に
異
業
種
へ
の
流
出

比
率
が
高
い
こ
と
が
要
因
と
な
っ
て
い
る
。

し
か
し
な
が
ら
、

こ
れ
ら
の
業
種
は
、

過
去
5
年
の
実
績

で
は
技
術
革
新
の

恩
恵
を
受
け
て
就

業
者
1
人
当
た
り

の
生
産
量
が
他
の

産
業
よ
り
も
増
え

た
結
果
、
全
体
の

生
産
量
増
加
を
確

保
し
て
い
る
（
図

表
8
）。
こ
う
し

た
業
種
の
生
産
性

向
上
を
け
ん
引
し

た
動
き
と
し
て
は
、

製
造
業
に
お
け
る

（注1）各産業の常用雇用者に占める割合。
（注２）業種区分は図表1に同じ。2017年の常用雇用者が100万人未満

の業種は除く。
（出所）厚生労働省「雇用動向調査」

〈図表3〉異業種間の転職比率（2013～17年平均）

（注）業種区分は図表１に同じ。増加数が10万人未満の業種は除く。
（出所）総務省「労働力調査」

〈図表4〉就業者数増加の内訳（2013→2018年）

（出所）総務省「労働力調査」

〈図表5〉未活用労働者

15
(%)

10

5

0

▲5

▲10

▲15
専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス

金
融
保
険

情
報
通
信

製
造
業

建
設

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス

運
輸
郵
便

医
療
福
祉

宿
泊
飲
食

教
育
学
習
支
援

卸
小
売

不
動
産
物
品
賃
貸

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

異業種から流入
異業種へ流出
純流入

100
( 万人 )

80

60

40

20

0

▲20
専
門
技
術
サ
ー
ビ
ス

情
報
通
信

製
造
業

医
療
福
祉

宿
泊
飲
食

教
育

卸
小
売

不
動
産
物
品
賃
貸

そ
の
他
サ
ー
ビ
ス

65 歳以上男性
15歳～64歳男性
65歳以上女性
15歳～64歳女性

700
( 万人 )

600

500

400

300

200

100

2013 2018（年）
0

個人側の理由で非求職

潜在失業者
（就業希望のある
非求職無業者）

失業者

適当な仕事が
ありそうもないため
非求職



7 2020.1.20［月］　金融財政ビジネス　第3種郵便物認可

ス
マ
ー
ト
フ
ァ
ク
ト
リ
ー
の
構
築
、
建
設

に
お
け
る
ド
ロ
ー
ン
な
ど
最
新
技
術
を
活

用
し
た
工
程
管
理
、
金
融
保
険
に
お
け
る

R
P
A
（
ロ
ボ
テ
ィ
ッ
ク
・
プ
ロ
セ
ス
・

オ
ー
ト
メ
ー
シ
ョ
ン
）
の
活
用
な
ど
が
挙

げ
ら
れ
る
。
こ
う
し
た
事
例
を
踏
ま
え
れ

ば
、
今
後
も
省
力
化
投
資
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
の
見
直
し
等
に
よ
り
、
著
し
い
人
手

不
足
の
深
刻
化
を
回
避
す
る
こ
と
は
可
能

で
あ
る
。

求
め
ら
れ
る
対
応

　

以
上
の
試
算
か
ら
あ
ら
た
め
て
見
え
て

く
る
企
業
の
課
題
と
し
て
は
、
第
一
に
高

齢
化
へ
の
対
応
が
挙
げ
ら
れ
る
。
引
退
間

近
の
高
齢
者
が
多
い
企
業
で
は
、
若
年
層
、

現
役
転
職
者
を
呼
び
込
む
た
め
の
待
遇
改

善
や
、
こ
う
し
た
新
規
採
用
者
へ
の
技
術

継
承
な
ど
が
急
が
れ
る
。
同
時
に
引
退
年

齢
自
体
を
見
直
し
、
高
齢
者
の
活
躍
の
場

を
広
げ
る
こ
と
も
急
が
れ
る
。
現
在
政
府

は
、
経
済
や
社
会
保
障
の
担
い
手
を
増
や

す
べ
く
、
希
望
す
る
高
齢
者
が
70
歳
ま
で

働
け
る
よ
う
に
す
る
た
め
の
法
改
正
を
検

討
中
で
あ
る
。
現
行
の
高
年
齢
者
雇
用
安

定
法
は
、
企
業
に
①
定
年
延
長
②
定
年
廃

止
③
契
約
社
員
や
嘱
託
な
ど
に
よ
る
再
雇

用
─
の
い
ず
れ
か
で
希
望
者
全
員
の
65
歳

ま
で
の
雇
用
を
義
務
付
け
て
い
る
。
こ
の

年
齢
を
70
歳
に
引
き
上
げ
る
こ
と
に
加
え
、

社
外
で
の
就
労
機
会
獲
得
に
向
け
た
再
就

職
支
援
や
起
業
支
援
を
努
力
義
務
と
す
る

方
向
で
検
討
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
企
業

と
し
て
は
、
こ
う
し
た
法
改
正
へ
の
対
応

を
ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
べ
く
、
前
倒
し
で

社
内
制
度
を
整
備
し
て
い
く
こ
と
が
重
要

だ
。

　

第
二
に
、

異
業
種
を

視
野
に
入

れ
た
人
材

募
集
で
あ

る
。
人
材

流
出
の
回

避
に
向
け

て
は
、
同

業
他
社
だ

け
で
な
く
、

異
業
種
と

の
待
遇
格

差
に
視
野

を
広
げ
る

必
要
が
高

ま
っ
て
い

る
。
生
え

抜
き
人
材

（注1）2018→2023年は、年齢階層別就業率の変化、業種間転職率等の過去５年間のトレン
ドが維持される場合の試算値。

（注2）業種分類は図表１に同じ。
（出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「雇用動向調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日

本の将来推計人口（2017年）」を基に日本総合研究所作成

〈図表6〉過去５年、今後５年の就業者数の変化率
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〈図表7〉延べ就業時間の変化（2013→2018年）

（出所）総務省「労働力調査」、経済産業省「鉱工業指数」、「第3次産業活動指数」、
「全産業活動指数」を基に日本総合研究所作成

〈図表8〉業種別生産量の変化と内訳（2013→2018年）
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の
昇
格
が
一
般
的
で
あ
っ
た
大
企
業
の
最

高
経
営
責
任
者
（
C
E
O
）
に
、
外
部
の

プ
ロ
経
営
者
を
登
用
す
る
例
が
珍
し
く
な

く
な
っ
て
き
て
い
る
な
ど
、
優
秀
な
人
材
、

あ
る
い
は
そ
の
必
要
性
の
高
い
役
職
に
、

一
般
社
員
と
は
異
な
る
高
待
遇
の
制
度
を

設
け
る
企
業
の
動
き
も
見
逃
せ
な
い
。

　

第
三
に
、
省
力
化
に
向
け
た
取
り
組
み

強
化
で
あ
る
。
未
活
用
労
働
力
の
プ
ー
ル

が
枯
渇
し
つ
つ
あ
る
中
、
早
晩
、
就
業
者

数
も
全
体
と
し
て
減
少
に
転
じ
る
こ
と
を

覚
悟
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、
企

業
間
、
業
種
間
に
お
け
る
人
材
獲
得
競
争

に
終
始
す
る
の
で
は
な
く
、
自
社
ビ
ジ
ネ

ス
の
見
直
し
や
省
力
化
投
資
の
強
化
を
図

る
こ
と
が
急
が
れ
る
。
人
手
不
足
と
い
う

環
境
を
逆
手
に
取
っ
て
生
産
性
を
飛
躍
的

に
高
め
る
工
夫
が
一
層
重
要
に
な
っ
て
い

る
。

　

政
府
と
し
て
も
、
こ
う
し
た
企
業
側
の

努
力
を
支
え
て
い
く
こ
と
が
望
ま
れ
よ
う
。

既
述
の
高
齢
者
雇
用
の
一
層
の
推
進
に
加

え
、
主
婦
パ
ー
ト
の
就
業
抑
制
を
な
く
す

税
制
や
社
会
保
険
制
度
の
改
革
な
ど
労
働

の
供
給
拡
大
に
資
す
る
政
策
を
進
め
る
必

要
が
あ
る
。
そ
れ
と
同
時
に
、
省
力
化
投

資
推
進
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
減
税
な
ど
生
産

性
向
上
に
資
す
る
政
策
を
進
め
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
よ
う
。


